

















































































































































































































































































































































































































10～20年未満 13．3 7．1勤　続　希　望 20年以上 22．6 ll．8
わからない 34．3 36．2
無回答 1．2 0．8
計 100．0 100．0
　これらのいずれも，それだけでどちらのグループが良いのかを示している
わけではない。しかし，一般的に考えられている志向性（例えば，大企業志
向）から解釈すれば，「是が非でも」の方が，志望先就職先や良い就職先に
進む傾向が強いと言えそうである。ちなみに，就職先に対する満足度を5段
階で問い，点数が高い方が満足殿が高くなるように1～5点に点数化すると，
「是が非でも」は4．12（σ＝0．95，n＝481），「それ以外」は3．90（σ＝0．99，
n＝250）となり，前者が高くなった（i）＜0．01）。
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　以上の結果から考えると，「是が非でも」という意識グループの方が，「そ
れ以外」のグループより，就職活動に成功しているようである。ただしこの
結果は，両者を単純に比較しただけのものである。他の変数との関連も考慮
した分析が必要である。
（4）就職を意識した時期
　ところで，最近は大学入学と同時に，職業キャリアについての教育を実施
する大学もある（8）。そのような教育が実際にどの程度効果があるかは，厳密
に検証されているわけではないが，自らの問題として就職を考えることが，
就職活動を成功させるためには不可欠である。調査では，「就職を自分の問
題として意識するようになった時期」も問うている。
　表5は，上述の就職意識別に，その回答を見たものである。全体としては，
「大学3年生」の時に，意識するようになった人が多いことがわかる。両グ
ループの違いは，「是が非でも」では「大学3年生」という回答の集中度が
より高く，「それ以外」では「大学4年生」という回答が23．9％と多くなっ
ていることである。就職活動は4年生になる前に本格化していることを考え
ると（9），「それ以外」グループでかなり多かった4年生の時に就職を意識し
表5　就職を意識した時期
（％）
是が非でも それ以外
（η＝527） （π＝419）
大学入学以前 8．0 5．3
大学1年生 1．7 1．2
大学2年生 8．5 8．4
大学3年生 69．3 57．3
大学4年生 11．8 23．9
特に意識していない 0．8 4．1
計 100．0 100．0
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たというパターンは，遅すぎではないのだろうか。他方，「大学入学以前」
に就職を意識した人も少なくないが，このような早期の意識化は就職活動の
成功に結びつくのだろうか。
4．就職成功モデルによる計測
　前節のクロス表による分析は，就職意識の違いが就職活動の成否に影響を
及ぼすことを予想させるものであった。また，就職を意識した時期の違いの
影響はどうかということにも，関心を抱かせるものであった。
　そこで，既述した基本モデルに変数を追加し，重回帰分析による就職活動
の成功要因の計測を行なう。データは既述したように「大学生調査」のデー
タで，従属変数は，これも既述したように「就職活動の自己評価点」である。
　基本モデルの3つの説明変数に新たに追加する変数は，「是が非ダミー」
と，「意識の時期ダミー」である。このうち前者は，前節のクロス表で「是
が非でも」グループであった場合に1，「それ以外」グループであった場合
に0となるダミー変数である。後者の「意識の時期ダミー」は，どの時期に
就職を意識することが適切かをみるたあに投入する変数である。回答の多かっ
た「大学3年生」を基準とし，それ以外の回答それぞれについて，それぞれ
に該当する回答をした場合が1，それ以外が0となるダミー変数を5つ作成
し，投入する。
　計測の結果が，表6の（4）と（5）である。（4）が「是が非ダミー」のみを追加し
た場合で，⑤は，それに「就職の時期ダミー」も加えた場合である。「是が
非ダミー」は，どちらでも正で有意である。「是が非でも就職を決めたい」
という意識になることは，就職活動の成功につながるようである。しかも興
味深いことに，基本モデル（表1の⑧）では，説明力が低下したものの依然
として有意であった「大学入試難易度」が，「是が非ダミー」を入れると有
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　　　表6　就職活動成功要因の推計（H）
従属変数：大学生の「就職活動に対する自己評価点」
（4） （5） （6》
定　　　数 33．932＊＊＊i6．075）
34．611＊＊＊
i5．986）
33．718＊＊＊
i6．070）
大学入試難易度 　．155i1．477）
　．156
i1．485）
　．148
i1，413）
大学での成績 　．855料i2．260）
　．836＊＊
i2．214）
　．821料
i2．181）
　　女性ダミー
i女性篇1，男性＝0）
一L691
i．868）
一2．045
i1．054）
一1．767
i．912）
資料請求企業数 　．044＊＊＊i3．542）
　．040艸零
i3．208）
　．043＊＊零
i3．495）
ゼミナール・ダミー
i参加＝1，非参加＝0）
4．865寧寧
i2．229）
4．444＊＊
i2．031）
4．850＊＊
i2234）
サークルや部活・ダミー
i参加＝1，非参加＝0）
5．379＊＊＊
i1．551）
5．444＊＊＊
i2．728）
5．249＊＊＊
i2．628）
　　　　是が非ダミー
i是が非でも＝1，それ以外＝0）
12．662＊＊＊
i7．292）
11．949＊＊＊
i6．838）
12．707＊＊＊
i7．358）
　　意識の時期ダミー
C曾層9曾曽　　　　　，，，曾曾曹▼幽@　　大学入学前
i入学前＝1，それ以外＝0）曾曾曾，9，
　　　　　　　，，P雫9曽曹噛噛@　　　大学1年生
i1年生の時＝1，それ以外＝0）
　　　，曾・「曾層曾@　　　大学2年生
i2年生の時＝1，それ以外＝0）
　4．382
@（1．291）
@11．180＊
@（1．696）
@7．952＊＊＊
@（2．658）
|2，212
@（．931）
|13．333＊＊
@（2．319）
@一
　　　，曾，9曾9@　　　大学4年生
i4年生の時＝1，それ以外＝0）
?????????????????（???）
　，，，，・曾曾・，・，，曾曾●
@　　　　意識なし
i今でもない＝1，それ以外＝0）
　，曾曹，曹，曾曾@　　　大学1・2年生
i1。2年生の時；1，それ以外＝0）
自由度調整済R2
@　　F
@　　π
　．128
P9．087＊＊＊
@863
　．142
P2．893＊＊＊
@863
　．138
P8．200＊料
@863
注1．2．表1に同じ。
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意ではなくなっている。「是が非でも」という強い意識には，出身大学によ
る就職格差を埋める作用があることを示している。
　他方，大学3年生を基準とした「意識の時期ダミー」に関しては，「大学1
年生」と「大学2年生」が正で有意，「意識なし」が負で有意，そして「大
学入学以前」と「大学4年生」は有意でないという結果となった。このこと
は，就職を自らの問題として意識するのは，大学3年生の時というのが一般
的であったが，その時期が大学1・2年生の時になると就職に成功しやすく
なること，しかし大学入学以前にそういう意識を抱いても就職に有利になる
とは言えないことを示している。また，大学4年生になってそう意識するよ
うになったからと言って特に就職に不利になるとは言えないが，そのような
意識を抱かない場合には，就職に成功しにくくなることを示している。
　大学1・2年生の時に就職を自分の問題として意識することが重要という
結果なので，それを確認するたあに，大学1・2年生の時にそのような意識
を抱いたという場合に1，そうでない場合に0となるダミー変数を入れた結
果が，表6の（6）である。このダミー変数は正で有意であることから，確かに
そう言えることがわかる。
5．要約と提言
　大学生の就職状況は，一時の最悪期を脱したものの，依然として厳しいも
のがある。そのような状況の中で，就職活動に成功する要因は何だろうか。
この点を明らかにするために，本稿では，「出身大学」や「大学での成績」
などの客観的な要因に着目した永野（2002）で用いた基本モデルに，新たに
大学生自身の意識という要因を加えて分析した。ただし本稿での就職活動の
成功とは，大企業や有名企業に就職するか否かではなく，あくまでも本人が
自らの就職活動についてより高く評価することであった。
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　分析の結果，第1に「是が非でも就職を決めたい」という就職について強
い意識を抱いた場合，就職活動に成功しやすいことがわかった。このことは，
就職決定の理由として「熱意・意欲」という理由が最も強調される，当事者
に直接問う形での調査結果と，符合するものである。しかし，そのような調
査結果とは異なる側面も見出せた。そのような調査結果では決して就職決定
の理由としては強調されない「大学での成績」や「ゼミ活動」，さらに「サー
クルや部活」という大学生活の中心部分での活動も，就職活動の成功要因で
あったからである。他方，同じくそのような調査では強調されない「出身大
学」に関しては，やや複雑な結果となった。「就職意識」を考慮しない場合
には，入試難易度で見た「出身大学」の違いは就職の成否に影響を与えてい
たが，「就職意識」を考慮した場合には影響しなくなったからである。この
ことは，一見，就職活動の成否を左右しているように見える「出身大学」で
あるが，「就職意識」を高めることにより，その影響力を無くせることを意
味している6
　キャリア教育など就職意識の高揚に寄与すると思われる大学の就職支援活
動を調べた上村（2002）によると，偏差値の低い大学ほど，このような支援
活動を熱心に展開しているという。このことは，本稿の計測結果から見ると，
極めて適切な対応と言えるだろう。偏差値の低い大学は，それにより偏差値
の影響を緩和できることが期待されるからである。
　なお，このような大学4年生が「是が非でも就職」という意識を抱く割合
は，過去と比べると低下してきている（永野2004，p．94．）。上記のような
就職支援活動が，従来以上に求められてきていると言えよう。
　分析の第2の発見は，就職を自らの問題として意識するのに適切な時期は，
大学1・2年であることがわかったことである。就職を自らの問題として意
識するのは，ほとんどが大学3年生の時であったが，その少し前に意識付け
を行なうことが，就職活動に不可欠な自己分析や就職情報の収集などに良い
　110　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（662）
　　　　　　　　　　就職活動成功要因としての就職意識
作用を及ぼすのかもしれない。それゆえ，上記のようなキャリア教育等は，
大学1・2年生を対象にすることが効果的である。
　また，分析では大学入学以前にそのような意識を抱くことは，大学3年生
でそのような意識を抱くことと変わらないことも示された。医者やエンジニ
アなど社会的に専門性が確立した職業を目指す場合には，少なくともその関
連の学部に進学する必要があるので，大学入学以前には就職を自分の問題と
して考えておかなければならない。しかし，本稿の分析対象である文科系の
学生の事情は異なっているように思える。文科系の学生が実際に就職後に就
く仕事は，社会的にその専門性が確立した職業であることは少なく，それゆ
え，大学入学以前に将来の仕事をイメージするのは難しい。無理にイメージ
しようとすれば，実際の就職活動に結びつきにくいものとなり，効果的では
なくなるように思われる。ただしそのことは，いつまでも自分の就職につい
て真剣に考えなくても良いというわけではない。それを考える最適な時期は，
本稿の分析では大学1・2年生である。
　なお，本稿でこのような意識の問題を強調するのは，永野（2002）ではそ
の問題には言及しなかったからである。就職活動が成功するためには，この
ような意識面で取り組みも必要だが，同時に学業等の大学生活の中心部分に
も力を入れることも必要である。能力と意識の両面を高めることが，就職活
動を成功に導く王道である。
　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　なお，文部科学省「学校基本調査」は，2004年3月卒業者に対する調査か
　　ら，「進学」の定義を「大学院のみならず専修学校・外国の学校等への入学者
　　も含む」ように変え，卒業者のうちの「進学も就職もしていない者の比率」を
　　集計している。それによると，その比率は20．0％である。
（2）　この調査は，明治大学就職・採用問題研究会（研究代表者：永野　仁）が実
　　施した，3つの質問紙調査である。その3つとは，卒業を直前に控えた大学4
　　年生に対する「大学生調査（2000年12月～2001年2月実施）」，上場企業等に
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　　対する「企業調査（2001年11月実施）」，および調査時点とその5年前までの
　　間に大学を卒業し企業に就職した人に対する「若手社員調査（2001年12月～
　　2002年4月実施）」である。これらについてより詳しくは，永野（2004，pp．
　　17－19．）を参照のこと。
（3）人的資本理論やシグナリング理論に関しては，荒井（1995）を参照されたい。
（4）　この研究グループは，明治大学就職・採用問題研究会である。研究プロジェ
　　クトによって必ずしも全てのメンバーが参加するわけではないが，根本孝・木
　　谷充宏・牛尾奈緒美と筆者（いずれも明治大学），および上村和申（常盤大学）
　　の5人が，そのメンバーである。その全員が関わった研究成果の1つが，永野
　　（2004）である。
（5）　この調査は，注（2）の「大学生調査」で，正式の名称は「大学生の就職活動
　　に関する調査」である。
（6）就職活動を行なわなかった人を除外しているのは，そのような人は就職活動
　　の評価ができないからである。
（7）　このことは，根本（2003）による「企業は新卒者にも即戦力を求めるように
　　なったと言われるが，その場合の即戦力とは専門知識や能力ではなく，熱意・
　　意欲などの“心”のこと」という言明からも窺うことができる。
（8）　そのような事例の代表例は，立命館大学である。また明治大学においても，
　　情報コミュニケーション学部では1年生を対象に「キャリアデザイン」という
　　授業を開講している。
（9）　ちなみにこの大学生調査では，大学生の就職活動のうち，それぞれを初めて
　　行った時期を調べているが，「会社への資料請求」は3年生の12月が初めて行っ
　　た時期のピークとなり，「会社説明会」や「OB／OG訪問」は同2月，「最初の
　　内定獲得」は4年生の5月が，それぞれピークとなっていた。永野（2004，p．
　　96）参照。
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